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1．　交通投資をとりまく状況
　近年，西ドイツ杜会民主党（SPD）を主軸与党とするSch㎜idt連立政権の
危機が叫ばれていた。とりわげ昨今，厳しい財政状況に直面し，杜会的市場経
済システム’の中にあってSch㎜idt政権での聖域とされていた杜会福祉予算の
見直しが，自由民主党（FDP）のLamsdo㎡経済相より提起され，混迷の度を
深めていた。Lamsdoぜ経済椙の1983年予算案をめぐる主張は，杜会保障重視
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型のSchmIdt首相の経済政策への根本的た内都批判である。そのような折，
SPDとFDPの調整が失敗し，FDP閣僚の辞任によるSchmidt違立政権の
崩壌が報じられた（9月17日）。10月1日にはキリスト教民主同盟（CDU）／キ
リスト教杜会同盟（CSU）とFDPによるKoh1内閣の誕生となったが，1983
年3月の総選挙を経るまでは，かつての保守中遣政権の復活が本格的なものと
なるかについては予断を許さないものがある。
　本来，効率性からの接近では対応しえない杜会福祉政策が大きな契機となっ
て，SPD／FDPの連立解消に至った事実を考慮に入れると，本稿で検討しよ
うという交通関係イソフラストラクチャーへの投資は，杜会福祉をめぐる間題
以上に，極めて厳しい状態におかれていることが容易に判明する。現実に，例
えぱ，連邦交通省による最新の交通計画であるr80年代の連邦交通路計画』ω
も，資金的裏付げが不十分なため，同計画での最優先順位をもったプロジェク
トのおよそ50％だけが実施に移されるにすぎないとみられている（Seidenfus
〔30，p．22〕）o
　交通においては，代表的にはWaicher〔37〕が一般的に指摘するごとく，主
として①市場条件が不完全であること，②外部効果の内部化能力が不足してい
ること，③市場（ブロ、セス）が成立していないこと等により，市場によるパレ
ート最適の実現が不可能であるという見地から，政府介入が行なわれるのが常
であ飢西ドイツの場合には，価格政策と容量政策による介入が行なわれてい
るが，それらの詳細は別途論ずることとLて，ここでは違邦政府による投資介
入について検討を加えることとしたい。
　違邦システムを採用している西ドイツにあっては，遠邦交通省の関与する領
域は，遵邦遣路，違邦鉄道，遠邦水路，港，航空等の交通問題で，州遣，非連
邦鉄道（Nichtbmdeselgene　Eisenba㎞）等は州（L㎜der），地方自治体（Ge・
meinden）の管轄である。したがって，周知のごとく，交通計画にもそれぞれ
の主体によるものがあり，連邦交通省の役割は連邦交通計画の担当と，各主体
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表1　交通部門への運邦の実質投賢
＼1連邦総支蜘交通幣の支出i奮魏（・／・）難臓蕃
1960
1965
1970
1971
ユ972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
ユ979
41，450百万
　　　DM
65，462
88．207
98．769
1工2．574
122．571
134．907
160．032
166．447
172．282
190．378
204，685
3，600百万
　　DM
7，153
11，192
ユ3．338
16．903
18．652
19．158
19．204
19．595
21．533
24．632
26，430
8．7％
10，9
12．7
ユ3，5
15，0
15，2
14，2
12，0
11，8
12，5
12，9
12，9
70％
60
56
50
45
46
46
47
出典：“Yorkehr　b　Za㎜e！11980”S．112。ただし最後の欄についてはBMW〔3，S．43、〕より引周o
　　交通部門への実質支出にはドイツ公共労働協会よりの融資カ冶まれるので，投資支出の割合の算定基
　　準値とは若干桑なるo
相互間の調整にある。
　連邦政府の総実質支出に占める交通部門への支出｛21の割合は，表1に示すご
とく，1970年代後半はほぼユ2劣強に安定Lている。1965年に初めて1O％台に達
し，72～73年には一時的にヱ脇を超えることがあったが，石油危機を経て12劣
台に下っている。この割合，および交通支出の構成内容は，交通サーピスヘの
需要量，交通路を中心とするイソフラストラクチャーの整備状況に依存する。
連邦交通支出の対象は交通路を中心としたものではあるが，それに隈られては
おらず，その他，連邦鉄道への補助，近距離公共旅客交通（OPNV）への財政
補助，地方道路の建設等にも振り向けられている。
　連邦政府の交通予算は，その大部分が違邦鉄道への補助とたっている非投資
支出（Nichtinvestive　Aus騨ben）と，各インフラストラクチャーの整備，お
よび地方自治体の交通条件の改善のための財政援助等のための投資支出（［I1一
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vestiYe　Ausgaben）とにより構成されている。その構成上の特徴は，投資支
出の割合が50％以下になってきている点にみられる。その比率は1960年に70劣，
70年に60劣と10～20年前には高かったが，連邦総支出に占める交通部門の割合
が最も高かった1973年に50％を割り，それ以降50劣を超えてはいない。このす
う勢は今後も変らないと想定されており，1977年の違邦交通路計画では1985年
迄48％とされている（BMV〔3，S．46〕）。
表2　主要交通路の現状（1979年）＊
　　㎞　7．292
32．300
65．500
66．400
308，000
28．600
3．100
4．329
2．086
1．579
　507
出典：“y眺kehr　i皿Zah1en1980”
　　＾遺路のみ1980年。
　以上のことからもある程度推論可能なよ
うに，西ドイツの交通関係イソフラストラ
クチャーのストックは相対的に豊富である
といえる。しかし，一違の連邦交通路計画
からも，隆路となっている部分の少なくな
いことは明らかである。制約条件が厳しく
なっている折には，そのような箇所を効率
的に整備していくことが特に要請されるの
である。この事情はある意味で，わが国の
交通政策のあり方を論じた運輸政策審議会
の昭和56年答申での基本的考え方にも通ず
るものである（運輸政策審議会〔33，特に
p．33〕）。そのための方法論としては，可能な限り客観的で説得的な手法が用意
されなければ扱らない。現在西ドイツで，大規模公共プロジェクトの評価基準
としてすでに用いられている費用／便益研究が，このような状況下にある交通
プロジェクトの採択にどのような役割を果しているのかは，大いに注目される
べきである。
　交通投資と費用／便益分析との関連については，早い機会に岡田〔27〕，〔28〕
で明らかにされており，費用／便益分析の理論的構成，意義については中村
〔26〕で優れた論述がなされている。本稿ではこれらに関する基本的聞題には
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改めてかかわることなく，西ドイツでの具体的事例を扱うことにより接近して
みたい。
　まず，便益／費用研究の構造上の隈界をマクロ経済モデル，交遷モデルのフ
ィードバック・システムの基本的考え方を検討することによって明らかにし，
次に便益評価をめぐる間題点，混乱した点に一応の整理を与える。その上で，
連邦交通省が実際に行なっている代表的研究事例を吟味し，その意義を探ると
いう順序で検討を進めることとする。
注（1〕Bundesverkehrswegep1anを便宜上違邦交通路計画と訳すが，英；尺federal　in・
　｛rastmcturep1anも示しているように，Verhehrswegeの内容は交通関係イソフ
　　」ラストラクチャーであるo
　（2）連邦，州，地方自治体三剖こよる交通支出を，例えば道路についてみると・1978
　　年には20，052百万マルクに達し，これは同年の連邦政府による連邦遠距離道路への
　　支出6，558百万マルクのほぽ3借に相当する（“Vehrkehr　in　Zahlen1980”S・112・
　　113）。
2．　フィードバック・モデル分析vs効率性分析
　一般に交通投資を検討する場合，杜会資本の一部としての交通関係イソフラ
ストラクチャーへの投資が，地域の経済活動にいかなる効果をもたらすであろ
うかという関係を適確に把握しうるようにした上で，杜会資本の投資配分を論
ずることがオーソドックスであり，かつ理論的にも説得的である。すなわち，
経済全体の中で交通投資がいかなる効果を及ぼすかを分析するために1マクロ
経済モデルと交通モデルとのフィードバヅク・システムとしてモデルの穣築を
行ない，これに基づいて分析を行なうことが必要である。このような立場から
の研究は，ハーバード・グループによるいわゆるMETS（理acro里commic
Transport　Simulator）モデル（Meyer　ed．〔23〕）が出発点である。
　本節ではMETSモデルを中心とした7イードバック・モデルの特徴を概観
し，このようなモデル分析が西ドイツの交通計画の中でどう扱われているかを
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簡単に跳めた上で，費用■便益分析に代表される効率性分析との関係，および
効率性分析が交通計画で義務付げられてきた背景を検討することとする。恋お，
すでに10年以上も前に開発され，その後の改良，発展につながったMETSモ
デルそのものをここで改めて眺めることは，いかにも時期を失したものではあ
る。しかL，交通投資の有効性を議論するための前提とLて，その作業が不可
欠であるという本稿の構成上からだけの理由で，敢えてMETSモデルの基本
的考え方を確認することとする。
　2－1METS・モデルの展開
METSモデルにおけるマクロ経済モデルの構成は図1に示すとおりである。
マクロモデルでの計算は，最終需要，産業別生産水準，所得の3つのカテゴリ
図1　METSモデルにおげるマクロ経済モデルの構成
地域別　　地域別　　地域別　　地域別　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸　　出瀦　　費　　投　　資　　在摩投資　　政府購入
総最終需要
産薬別生産
地域別産出量およぴ地域間財流動量
地域別賃金 地域別利潤　　　　　地域別租税
地域別個人可処分所得 地域別企業資金流動
出奥：M町er　ed．〔23，p．14〕ただし．一部簡略化してある6
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一に分類される。第1に，個人消費支出，固定投資，在庫投資，政府購入およ
び輸出からなる地域毎の財別最終需要は一期前の変数に依存して決定され，全
国レベルに集計される。第2に，産業別生産水準は投入産出表を用いて決定さ
れるが，その全国トータルをコソトロール・トータルとして，財別，地域別産
出量が求められる。地域別総需要（定義より中閻需要プラス最終需要）とグラ
ヴィティ・タイプのモデルの適用により，地域間財流動量が決定される。第3
に，地域別，産業別産出量を基に，地域別の賃金，利潤，租税により，地域別
個人可処分所得，企業資金流動が決定される。以上より明らかなζとく，この
マクロモデルはケインズ・タイプの有効需要決定原理と産業連関分析の併用型
であり，短期モデルである。
　一方，交通モデルは，マクロそデルよりの生産，消費に関するデータ（地域
別・産業別供給・需要および生産費用）をインプットとして稼動するように構
成されている（マクロモデルとの接続）が，それ独自でも稼動するように構成
されている（図2）。そのステヅプは分割，交通機関の選択およびルート選定，
財流動および配分，交通システム効果指標の総括とたっており，従来交通工学
の分野で開発されてきた伝統的手法である。
　図1～2により確認されうるとおり，そこにおいては，基本的にはマク同経
済と交通部門との相互作用をシュミレートすることが可能であり，この方式は
交通投資を，効果との関違において政策手段を分離させることが不可能である
とLても，経済システムの中で把えうるという点で，部分均衡の枠組の中で行
たわれる伝統的効率性分析よりも明らかに優れている。ω
　METSモデルは交通投賛の経済効果を計測するために開発された最初の犬
規漢な毛デルであるだけに，改良の余地も多い。わが国においては，申村貢教
授の①各地域の供給量，需要量の決定が互いに独立になされている，②交通投
資の供給効果が十分に把えられない，③可処分所得が生産所得から一義的に決
定されている。④time－la9のとり方が函一的である，との本質的コメント（経
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図2　マクロ経済モデルと交通モデルとの接続
マ　ク　ロ　経　済　モ デール
地域別産業別供給、需要およぴ
生産費用
F　一　一　　・　一　一　・　i　一　一 一一一一一一交通モデルー一一丁
「
ノード別財別供給およぴ需要
への分割 財の地域流動およぴ財
の構成
最近年次のネットワークの
更新 ネットワークの地域特
性およびリンク特性
ネットワーク上の交通機閑の
選択およぴルート選定 財別輸送選好
流動パターンの決定およ．ぴ流
動量のネットワークヘの配分
りンク費用およぴリンク効果を決定する
ための交通機関別のサプモデルの利用 交通手段の特憧
交通システム効果指標の総括一 交通部門の運賃政策
L一’＿一’一’＿一
地域別産業別輸送費用
　　　　　　　　　　出典：Meyerεd・〔23，p・40〕，Witte〔38，S．82〕
済企画庁総合計画局〔16，P．5～15〕）に基づき，METSモデルの改良（手法を
も含めて）が進められ，GMM（Globa1METS　Model），SPAMET㎜（Spa－
tial　Eccnometrlc　Method　for　Japan　Transportatlon　Soclal　Capltal　and
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Interreg1onal　Lmkage）等が開発されている。（GMMについては計量計画
研究所〔10〕，SPAMETRIについては同〔11〕，その改良としての同〔12〕，
〔13〕参照）’2j
　さて，西ドイツにおいては，交通投資を検討する際に，伝統的費用／便益研
究が義務付けられているという事実からもある程度推論しうるように，この種
のモデル研究は理論面での優位佳にもかかわらず，実際面では必ずしも盛んで
あるとはいえない。交通学研究者のサイドからもモデノk分析の必要性は認識さ
れてはいるが，13〕何よりWitte〔38〕がζの事情を明示的に説明しているといえ
よう。
　交通研究をべ一スとして交通計画に取り組んでいるWitteの指摘は，この種
のモデル分析にとっての問題点は，むしろモデルを稼動させる上での制約，お
よびデータ両にあるというものである。｛4〕彼はマクロ経済モデルと交通モデル
とのフィードバック・システムの優位性を認めた上で，一そのことが同時に欠点
になっているという。というのは，モデルを構成する膨大な方程式の数（マク
ロモデルで40本），およびモデルを解くためのデータ・べ一スの質的，量的要
件に問題があり，METSモデルを適用Lたコロンビアのケースと同様に，西
ドイツにおいても，とりわげ地域別，産業別に分割されたデータについては，
その収集において，またインブットのための加工の両面において問題があると
いうのである。これは交通投資の論理を追求していく上では本質的な間題では
ないが・．実用面では大きな制約となるものであ乱また・同モデルの対象が貨
物のみであるとしているが・これは方法論上牟けの問題であろう。
　理論上の間題とLては，同モデルは動学的ではなく，比較静学状態の並列を
通してのみ，マクロ経済と交通部門の調整（Anpassmg）がはかられるとし，
関数の動学化によりフィードバック・メカニズムは改良されるが，そのために
は関数そのものの妥当性が検討されねばならず，それはこの分析の範囲内では
不可能だとしている。これは，先の中村教授の4番目のコメントに近い内容の
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ものといえよう。
Witteの指摘により，フィードバヅク・モデルによる分析カ瀬極的に用いら
れてこ改かった事情（今後の問題は別として）が，かなり明確に類捷されうる
のである。
　2－2効率性分析
　西トイツにおいては，連邦会計法の第7条（Bmdeshaushaltsordmng，
BH0§7），会計基本法の第6条（Haushaltsgrmdsatzegesetz（亘GrG§6）
が1970年1月1日以来有効となっている。各々の第2項でr財政上重要な適切
次措置のため（fOr　geeignete　Maβnahmen　von　erheb1icher　fn汕zieller
Bedeu触I1g）」に費用／便益研究（Kosten－Nutzen・U㎡tersuchung，以下KNU
と略す）が行なわれるべきだとの規定が新たに導入されている（例えば，FiS－
cher阯a〔8〕，Mi1dner〔24〕）。帽〕この規定は，1969年8月19目の告示であり，
発劾迄の時間的余裕が十分ではないため，学間的に展開された決定手法の統一
的適用を確実に行なうものにつながる訳ではないが，行政上の論拠としては，
財政上の利害関係を克服するために，進歩的な経済計算の結果を利用しようと
いう現代の予算政策の要請にかなうものである（Fischer　u．a．〔8〕）。また，
同項に基づいて実際に費用／便益分析（Kosten・Nutzen・Ana1yse，以下KNA
と略す）を行なった違邦交通路計画においては，便益構成要素の中には未だ計
量不能なものがあるが，KNUの手法は，他の方法にくらべてブロジェクトの
優先順位の決定に対して，また個々の手法の中から手法論上合目的的な形態を
選び出す上で，最も適切な方法であると強調している（BMV〔3，S．5〕）。KNU
の実践的側面が評価されているのである。しかし，このような解釈は，KNU
が財政上の間題，ないしはプロジェクトの選択に対して斉合的た字段を提供す
るという議論に必ずしも結びつくものではない。KNUの理論的側面を別とし
て，便益評価，割引率の選択等の実務的側面での不十分さについて，疑間の余
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地は少くない。とりわけ，この点がKNUに否定的見解を示す論拠となるもの
である。
費用／便益研究は，費用／便益分析，費用／有効度分析（Kosten・Wirk畿㎜・
keits－Ana1yse，以下KWAと略す），経済価値分析㈲（型utze岬e卿alyse，
以下NWAと略す）の上位概念であり，Voigt　u．一a．〔35，S．89～95〕によれ
ば効率性分析（E舶zienzanaユysen）と称せられている。西ドイツでの傾向は，
KNAをKWA，ないしはNWAで補なう，あるいはKWA，NWAを行な
うといったように，KNAだけでは満たされない点を可能な限りフォローして
いこうという点にみられる。プロジェクト評価の補助手段となりうるよう，相
対的な意味で分析の精度を高めていこうという姿勢である（Fischer　u、孔
〔8〕）。‘7］現実に，連邦交通省による交通計画の基本理念，および理念実現のた
めの具体的検討を行なった，最初の本研的研究である通称r回廊報告』（Kor・
ri早orbericht）』（BMy〔2〕）では・KNAとKWAの併用によるKNUが試
みられているのである。
　KNUのいずれの手法が用いられるべきか，あるいは2つ以上の手法を併用
する場合には，どのように理論上説得的にしうるかが間われなけれぼならない。
便差の貨幣表示という側面からは，まずはNKAが試みられるべきである。し
かし，効果によっては計量化の可能性が乏しいものがある上，データ上の制絢，
時間的制約によって，純粋た形態でのNKAの適用の後退を余儀なくきれる場
合カミ多い。例えば，r回廊報告』等でのNKAでは，直接便益としての時問便
益，走行便益，事故減少便益が中心に把えられているにすぎない。そこでin・
tangib1eな便益をウェイト付げ手法によってtangib1eなものにするKWA
との併用が行なわれるが，①with／withOutのケースの定義，②当該のケー
スでの便益差の塞数的計測，③便益の基礎となる定義と数量（例えば車キロ）
の基礎となる定義，④明確でない目標を単純■にウェイト付けする代りに，すべ
ての便益構成要素に対Lて正確に記述される便益差を比較しうるように評価を
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行なうべきである，という条件を満す場合には，プロジェクト・ライフを通じ
て可変的に保たれる便益差を比較しうるように評価を行なうことにより，両手
段の取扱い方法におげる並行性が保証されるように恋るのである（Fischer　u．
a．　〔8，S．21〕）o
　将来時点ではいざしらず，KNUに代りうる実務的方法に利用可能性が乏一し
い隈り，投資資金の有効活用のためには，その基準としてのKNUを利用すべ
きである，かっKNUの精度を高めるための検討を進めるべきであるという背
景の下で，BH0，HGrGにおいてKNUの規定が追加されたものといえよう。
今後は，KNUによる実際の算定結果をいかにチェックしうるかが，その有効
性を判断する上で，大切となってくるのである。KNUの大きな課題である。
注（1）断わるまでもなく，フィードバック・モデル分析においても，便益と費月ヨの関係
　　は論じられる。ここで伝統的効率性分析といったのは，あくまでも部分均衡分析の
　　視点から従来より行なわれてきた分析を意味しているからである。
　（2）本稿の性格上，この種のモデルに関する検討は別の機会に譲るが，GMM，SPA・
　　METRIの限界，さらにはその後の展開等については，例えば目良〔21〕，国久
　　〔17〕で紹介されている。
　（3）例えば，ECでの交通関係イソフラストラクチャーへの投資評価の問題を研究し
　　た報告書の中で・付論として貨物輸送の長期予測の方法論を論じたVoigt〔34〕，
　　また1981年の西ドイツの交通学会の隼次大会での議論を総括したSeiden他s〔31〕
　　割巳おいて，その形跡は伺える。ただし，そこでは具体的な方法論の展開はみられ
　　ない。わが国においては，交通挙会においてこのようたシステム・モデルが論じら
　　れることは稀であり・計量経済学，地域経済学のサイドより論じられているのが実
　　清である。
　（4）この種の指摘は，METSモデルに隈ってのことではないが，すでにWa1cher
　　〔37，S・154〕でも行なわれている。
　（5）引用文歓によっては，費用■便益分析が義務付けられたとしているが（例，Voigt
　　ロー江〔35，s　go〕，Hansmeyer　u・R七mp〔9，s・66〕），費用■便益分析が費用■便
　　益研究の一部である以上，その解釈の差は本質的なものではない。なお，用言蕎上だ
　　けの問題ではあるが，ドイツの文献では11tility，bene趾共にNutzenで表現され
　　るため，費用■便益をcOst■化ene丘tと英語を充当させるケースも多い。
　（6）NWA（英訳はeconomic吻1ue　an的sis）は，多くのディメンジ目ソをもつ代
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　替的なプロジ呈クトを決定者の選好によって煩序をつげるための方湊であり，その
　原理，適用例等に関してはHansmeyeη／ROmp〔9，S・93～99〕で簡潔に示されて
　いるo
（7）同様のニュアソスは，需要予測の必要性についての故瓜nO1d教授の見解一こ
　れは中村貢教授により道路経済研究所〔6，P・73〕で紹介されている一において
　も読みとることができる。
3．便益の評価をめぐって
　便益の評価方法としての消費老余剰（Konsumentenrente）の概念は，Sa・
muelson，Mishanの批判はあるものの，アソグロ＝アメリカ系の学者によつ
ては多用されてきた。ドイツでは，この概念は傾向として否定的に扱われてい
る。概念規定を盛んに行なうドイツ学界にあっても，消費老余剰概念は，これ
を実際に適用するにはなお理論指向的であるということである。しかし，何故
否定的に受げ取られるのかについては，必ずしも明確な論理が用意されている
訳ではない。こ二れに対しては，Ze1tschr1ft　fur　Verkehrsw1ssenschaftの中
で展開されたMeyerとKen加erの見解に，多くの示唆が見い出せる。Me－
yer〔22〕は，否定的な中にもこの概念を具体的に検討したKentner〔14〕の
批判的見解を整理し，その実務的側面を評価しているのである。
　3－1　Kentnerの批判
Kentnerは，線型の需要曲線（とりわげ，誘発交通量にかかわる都分につ
いて），私的費用曲線，所得の限界効用一定1〕を仮定Lた上で，道路の改良投資
の効果を消費著余剰概念で表わLた場合の問題点を指摘した。
　議論の前提として，次のような状況を想定する。いま，地域珊間の遣路3
の改良投資を行次ったとする。代替遣路λの交通量には，転移（換）しないも
のと，転移するものとがある。前者の効果を持続効果（Beharrmgse技ekt），
後者のそれを代替効果（Subs肚utionse脆kt）と呼ぶ。道路λからBへの交通
　　　図3地域RS聞の道路の立地
　　　C・1㌔］二㌃；二・一一二打
図　4
　　　　　　Z戸o一一、一、＿、．一、
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　　　A一　　　　　　：
A
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｛　ww道路λの需要曲線　Aλ改良投資前の費用曲線　〃〃　　〃　後　　〃
量の転移により，遣路五の条件
が改善され，その近隣遣路C，
1）よりλへの転移が生ずる。し
たがって，遣路λの総交通量は
それ自体の非転換交通量と，C，
1）からの転換交通量とから成る。
また，トータルとしてみれば，
道路Bの改良投資により供給曲
線は下方シフトし，新しい交通
量が誘発される，すなわち，成
長効果（Wachstume岱ekt）が
生ずる。このように，道路の改
良投資によって，地域Rs問の
交通量には，量的，かつ構成上
の変化がみられるのである。
　道路λの需要曲線が線型で求
められたとする。改良投資が行なわれる前の均衡点はz伽，ωであり，投資
後のそれはγ（か，ψ・）になる。道路3への改良投資の便益は，2つの均衡点が
もたらす状態の比較によって把握されうる。純便益としての消費者余剰の増分
は，クφγZで，これは非転換交通量（Verb1elbender　Verkehr）にかかわる
妙・XZと転換交通量（zugewanderter　Verkehr）にかかわる△Xηに分
げられる。
　　　　　　　　　　　1　　△3昌卯⑦・一加）十　（σ・一σ・）伽一ク・）　　　　　　　・（1）　　　　　　　　　　　2
すなわち，卯については費用節約伽一か）の全額が，ψ1・についてはその
半額が享受される。（1）式を変形Lて，
　　　　　1　　△3岩一（か一力・）（Φ十α・）…一・…・…………一・・…一一・…一・…・（2）
　　　　　2
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（2）式は，改良投資前の交通量（σo）と改良投資後の交通量（σ・）の合計を，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1の投資によってもたらされた費用節約額の一一と掛け合わせることによって，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
純便益が求められることを示している。
　以上の準傭の下に，Ken触飲は次の2つの理由により，（1）式ないし（2）式の
△3は近似値にすぎ在いとの批判を展開する。
　第一は，これはwith／wit11⑪ut原理ではなく，前後比較原理によって試みら
れているということに基づいてのものである。したがって，比較時点が離れて
いればいる程，この原理によればそれだけ正確でない結果がうみ出されるとい
うのである。混雑した地域においては，総合的（umfassend）た投資政策手段
が講じられなげれば，交通事情は一般に悪化し，拡幅するのが得策だとみなさ
れる道路（この場合λ）上でば交通量が更に増大し，したがって追加的費用が
惹起されると想定される。こ拙こ反して，道路Bの改良による緩和効果（Enト
1astungse丘ekt）はそれ相応に高まり，混雑費用の節約という形での便益を犬
きくするのである。すなわち，Kentnerの批判は，前後比較原理では，改良
投資の効果だげを一気に識別することが困難であるという，一般的な批判を展
開Lたものと解釈されうるのである。
　批判の第2点は，誘発交通量として把えられる成長効果と，転換交通量とし
て把えられる代替効果とを，411oという値で一括して扱っていることにっい
てである。混雑地域における競合道路は互いに代替的であるので，交通条件が
同じであれば，私的混雑費用もまた同様である。
　転換交通量はここで導かれた需要曲線に基づいて生ずるものでばなく，細か
た調整段階において，かなり不意に生ずるものである。それゆえ1通常仮定さ
れている節約額の2分1ので評価する代りに，非転換交通量のそれ（全額）で
評価すべきだとする。費用節約に関する便益計測の客観的方法が困難であって
はじめて，転換交通量の場合，消費老余剰の主観的方法に立ち返って評価すべ
きであるという。消費者余剰観念には支払準備（Zah1mgsbereitschaft）とい
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う主観的要素が入ってくるので，転換交通量に関しては，先ずばこれを用いな
くてもよい方法を検討すべきであるというのである。
　これに対して，誘発交通量による便益は，消費者余剰方式を通して計測され
てよい。誘発需要者は概Lて，’より不利な交通条件の場合にも，旧いないしは
競合する道路の利用者よりも，彼等の走行便益を低く評価する。一般的た考察
に基づけぱ、彼等は支払う意志のある額と支払わねぱ次らたい額の差の半分だ
けを支払う必要があ飢このことは，非転換交通量，ないLは一上述の評価
方法の提案に従えば同じ意味の一転換交通量の半額ということになるのであ
る。
　第2点に関しては，転換交通量については消費者余剰方式は適切ではなく，
誘発交通量については消費老余剰方式でよいというものであるが，次に眺める
ごとく，Meyerの整理に従えば，Kentnerはこれらの論点を不明確に扱って
いることが判明する。
　3－2M＝eyerの反論
　Meyerは先の図4に基づき，Kentnerの批判への反論をはじめる。Meyer
によれぱ，σ・は間題の投資が行なわれなくても存在する通常の交通量（nOr－
maler　Verkehr）であり，σド⑳は投資が行なわれなければ発生せず，投資
によってはじめて換起される誘発交通量（induzierter　Verkehr）である。誘
発交通量について，何故それが費用節約額（σ。一σ・）の2分の1で評価される
のかを明らかにした後，＝到消費者余剰概念の適用をめぐる混乱への整理が試み
られている。
　Meyefの基本的考え方では，消費者余剰概念の実際上の適用には何ら問題
がなく，それが否定的に扱われるのは，一都には不明確な考察に基づくもので
あり，また一部には，それを実際に適用する上で何らの関遠がたい経済理論上
の考察に基づいている，とされている。ドイツの研究者の中では，それでも
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Kentnerが遣路改良の純便益を（2）式という大雑把な方法（Faus位egel）で示
されるとの論述により，最も実務帥こ接近しているが，彼の論拠には方法論上
の誤りがある，すなわち，Kentnerも消費者余剰概念の適用可能性を，誤っ
た定義によって批判したと反議するのである。
　（2）式にょって把えた純便益はwith／without原理ではなく，前後比較原理に
よってのものであるから近似解にすぎないという第1の批判にっいては，with
／without比較の代りに前後比較が行なわれた場合には，（2）式は根拠をもたな
いので，（2）式の適用可能性への批判にはなりえないと論じている。（1）式，（2）式
におげる・⑳．．と伽は，問題の投資が行なわれなかった場合の交通量と価格に
すぎないからである。
　Meyerの検討は2番目の批判についてより詳しく展開されている。確かに，
転換交通量については費用節約の全額で評価さるべきという見解は原理的には
正しい。しかし，転換交通量，誘発交通量を一括して扱っているとの批判は，
需要曲線に着目すれぱ整理可能と淀るというのがMeyerの主たる論点である。
転換交通量が生ずれば，需要曲線の右上方シフトが起る。費用逓増という通常
のケースでは，新しい均衡点はγ⑦・，σ・）ではなく〃（加，σ・）となる（図5）。
一これは，第1に，誘発交通量の便益　　　　　　　　図　5
は，転換交通量が存在しない場合の　　戸　〃　　　　　　　λ
　1
一（σ1一σ0）⑦0一加）ではなく，　2
」」（σ3一σO）⑦o一加）であることを
　2
意味する。第2に，転換交通量の便
益は一従来の交通手段およびもし
くは従来の交通施設を用いる費用は
本来の伽であるという前提の下で
は一台形zQ”sで示される，す
なわち（ψ一43）⑦1一加）で示され
　〃　　　　　　　　　　　　　　　〃
戸。、、．．．．．．、．、、．．、6．埠．．9一！
戸。　　　　＝＝　1戸、亙111111，lll1珪1蔓［1；元ぺ
　　　　　　xl　l　l
　　　　　　　　：1・　　〃　　〃　　　l11　w・　　1．1，1工去　　・
　　　　出輿＝：Meye正〔22，S．劃〕。〕
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る四辺形灰P”∫に等しいことを意味する。
　以上恒基づき，転換交通量は節約費用の全額で評価すべきであるという
Kentnerに同意したとしても，この認識はKen加erのそれとは反対に，消費
者余剰概念の適用可能性に対する批判とはならたい。r成長効果と代替効果の
一括取り扱い」は，評価方法に内在的なものとはみなされえないのである。む
しろ，誤った適用の間題だけが残るのである。
　さて，（1）式，（2）式は転換交通量の存在を考えた場合，次のように改めておい
た方が便利である。
　　　　　　　　　　　1　　△B＝σ・⑫・一か）十一（2・一ω（クザ加）十（σ・一σ・）伽一か）…………（3）
　　　　　　　　　　　2
第1項からそれぞれ，通常の交通量の便益，誘発交通量の便益，転換交通量の
便益であり，誘発交通量についてだけ，費用節約額の2分の1で評価されてい
るのである。
　次に，実務面について跳めてみる。Marsha11流の消費者余剰は，グラフに
おいては総需要曲線に基づいて表示されるのであるが，実際には総需要関数の
構築は必要ではない。というのは，分析に必要とされる交通量は実際の交通計
画とおいては一般にあらかじめ決定された需要関数から導かれるのではなく，
例えば従来の交通量の伸び，プロジェクト地域の予見しうる発展ないしは人口，
職場数，所得，そ一タリゼーショ：■の度合，到着可能性，距離ならびに走行時
間といった諸量を基礎として予測されるからである。あるプロジェクトの評価
の場合には，座標軸系において，上述によって行なわれた予測値を通Lて，あ
る程度外生的に横軸に2点だげが確定され，次にそれに対応する緩軸の値が規
定されるという方法が可能といえるのである。
　図6においては，消費者余剰概念の適用の際，総需要曲線を確定するかわり
に，問題の領域において需要曲線が直線であるという仮定だけが満されている。
この仮定の現実的内容は何か，実際のKMに対してこのことはいかなる意
味をもつのかといった間題に解答を用意したげればならない。後者の問題にっ
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いては，一義的た，そしてすぺて　　　　　　　　　図　6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　φの場合に妥当する解答は不可能で
ある。というのは，犬部分はその　　戸o　　　　　Z養養1111篶、＿＼、
相対的に小さく，したがって誘発　　　　　　　　：
便益の総便益に占める割合が小さ　　　　　　　　＝
いのであればこの領域において　　O　　　　　g．　　　　g、一　　　9
需要曲線が直線か，あるいは原点　　　　　　出典：Meye「〔泌S1撒〕
に凸か凹かといった間題は相対的に意味をもってこない。逆に，誘発交通量の
便益が総便益に対して相対的に大きな書蛤を占め，問題のプ目ジェクトの経済
性に対して決定的な影響を与えるのであるならば，感度テストに基づき線型の
仮定がその結果にいかなる意味をもってくるのかを詳細に吟味しなければなら
ない。図6によれば，問題の領域で需要曲線が原点に凸の場合，消費者余剰概
念の適用は，便益（したがって経済性）の過大評価となりうることを示してい
る。
　需要曲線が求められる場合には上述のような懸念はないが，現実にそれは困
難であるので，ここでのMeyerの提示は，実用上多くの示唆を与えていると
いえる。
注（ユ）所得の限界効用一定の意味等については，すでに拙稿〔32〕で明らかにしてある。
　（2）図4において，最初の誘発需要老（点Z）は消費老余剰のすぺてを享受するが，
　　最後の需要老（点】つは，彼の支払う用意のある価格カミ市場価穐と一致するので，
　　何らの消費着余剰も享受し匁い邊したがって，誘発交通量全体について平均すれば，
　　費用差の半分に対応する消費老余菊とたるのである。それゆえ，誘発交通量に関す
　　　　　　　　　　1　　る平均費周はか十一（か一蔓1）となる。このような認識は倉沢・肥田木〔18〕にお　　　　　　　　　　2
　　いても明確甘こ確認されているo
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4．交通計画における効率性分析
　第2次大戦後の西ドイツの交通政策の動向に対する見方，その時代区分につ
いては誇々のものが提示されているが（例えぱEwers〔7〕，M剛1er－He㎜am
〔25〕，増井〔19〕，〔20〕等），交通部門にいかに市場原理を導入するかに，基本
的な特徴が見い出せるといってよい（Voigt／Dick〔36〕）。競争原理の貫徹が望
ましいという理念の中にあって，交通をめぐる市場機構の不完全性のゆえに，
政府介入が行なわれている。インフラストラクチャーに関しては，投資政策を
中心とした直接介入である。
　連邦交通省による交通計画に，システマティックな原理が具体的に導入され
たのは70年代の始めであり，1973年のr連邦交通路計画一第1ステージ（Bm・
desverkehrswegep1an1．Stufe，以下BVWP1と略す）』（BYM〔1〕）がそ
の出発点であるとされる（Seidenfus〔30〕）。エネルギー危機，人口の減少等
の与件の変更により，同計画は1977年のr1985年までの連邦交通路に対する総
合投資計画（Koordm－ertes　Invest1tmsprogra皿m　fur　d1e　Bmdesver－
kehrswege　bis　zum　Jahre1985，以下KIPと略す）』（BMV〔3〕）で改訂さ
れ，これは更に1979年に目標年次をかえたr80年代の達邦交通路計画（Bun－
desverkehrswegeplan’80，以下BYWP’80と略す）』（BMV〔4〕）に引き
継がれているo
　それらにおいては，交通量の予測，それに対応するインフラストラクチャー
の整傭の必要性，財源問題等が検討されているが，イソフラストラクチャーの
整備基準に関Lては，KNUを通して論じられている。この種の本格的な最初
の研究は，1974年に発表された通称r回廊報告』（BMV〔2〕）であり，これは
違邦交通路計画に大き凌位置を占めている。
　交通ブロジェクトの評価のためにKNUが実際にどのように行なわれている
かを確認することは重要である。そこで，代表的な事例として，KIPにおける
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便益評価の考え方，NKAとNWAを併用した『回廊報告』におげる，とりわ
げNWAを通しての便益評価の考え方を検討することとする。ただし，本稿
は連邦交通省による交通計画を体系的に整理することを直接の目的としている
訳ではないので，回廊報告，KIPをケース・スタディーとして扱うにとどめ，
それによりKNUと投資プロジェクトの関連を追求することとしたい。
　4－1回廊報告
　1）研究対象
　回廊報告は，遵邦交通省における交通路計画研究の一環とLて，K61n～
Frankfurt，Mlanheim～Stuttgart，Hannover～Gem廿ndenの3つの回廊に
おける達邦鉄道（DB）の補助新線建設，アウトバーン，連邦遣路の新設，改良，
ライン河の渡漢等のプロジェクトを，統一的なKNA，KWAを用いて評価し，
緊急順位（Dringlichkeit）を示した先駆的成果である。
　Hannover～Gemむndenの南北回廊は違邦鉄道が盤路とたっている地域であ
り，北ドイツと南ドイツを結ぶ地理的最短ルートである。K61n～Frankfurt
のライン回廊とManheim～Stuttgartは一体性をもっている。特にKδ1nは
オランダ，ベルギー，フランスとの結接点となっており，金融の中心地Frank・
furtを経ての南ドイツとの接続上大きな役割を果す。交通量の多い地域では，
違邦鉄道の禰助新設がなげれば1985年にはライン河をはさんだ既存路線での交
通量は容量に対して116％，Manheim～Stuttgartでのそれは188％になると
想定されている。したがって，回廊報告が検討対象とした地域は，連邦鉄道の
隆路に直面し，その打開のためには道路，水路等を併わせて考慮に入れ，効率
的な整備の優先順位が間題とされる所であるといってよい。
　物理的制約もあり，すべてのケースの組み合せを検討Lている訳ではなく，
表3に示すごとく，ある投資（単一の場合と複数の場合）が行次われた場合と
行なわれなかった場合との組み合せによるwith／withOut分析により，便益■
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図7 3つの回廊における遵邦鉄道の検誌対象路線
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連邦鉄道の補助路線新設に加え
　・K61n～Frankfurt回廊では，ライソ河のK61n～Kob1enz
　　間の凌漢
　・Manheim～Stuttgart圃廊では連邦道路］B3，B35の拡張，
　　アゥトバ＿ソA1O，A13，A76の建設
　・Hamo▽er～Gem伽den回廊ではアウトバーソA1OOの建設
が検討の対象とされている。
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費用比を算出Lている。
2）KWAによる便益評価の方法
　便益算定についてみれぱ，時間便益，走行便益，事故減少便益の計量可能な
便益に関しては，伝統的なKNAの個別集計法で接近し，貨幣表示の困難な便
益については，KWAのウェイト付けシステム等を用いている。両老より構成
される1985年の年閻便益は1970年価格で表示される。KNAに関しては目新し
い方法が採用されている訳ではたいが，KWAとして計量化の難しい便益（そ
の量的大きさの問題を別として）を，評点システム，ウェイト付けシステムに
よって貨幣表示を試みた点に，回廊報告の大きな特色がみられる。
　貨幣表示の困難な便益には，魅力度（AttraktiYi悦t），騒音，大気汚染，水
質汚濁，地域杜会へのマイナスの影響，中央施設への到達可能性，経済活動の
促進，近隣余暇地域の拡大等が属する。好ましい効果はその向上が，好まLか
らざる効果はその減少が評価されるのはいうまでもない。貨幣表示を行なうた
めに，異質なものが含まれる各便益項目（さらには各項目の細分化されたも
の）にウェイト付げを行ない，r大変よい」を10，r大変悪い」をOとする評点
によって総評点を集計し，これを貨幣額に換算するという方法が用いられてい
る。
　ウェイト付け，評点に関する基本的考え方は，代表的には，魅力度を示す項
目で展闘されている。魅カ度は旅客交通に隈られるけれども，車両そのものの
利用条件に関するサービスの質（Bediemngsquali悦t）を示す5つの要因と，
走行中の快適性（Fahrkomfort）を示す8つの要因とにより構成される。各々
の要因につき，遠距離交通，近距離交通毎にウェイトがほどこされ，その上で
各交通機関別（遠距離交通は航空機，TEE／D列車，乗周車，近距離交通はE
列率，路線パス）に0～10の評点が与えられている（表4）。近距離交通では
質的要因に高いウェイトが付けられているのに対し，遠距離交通では相対的に
快適性要因のウェイトが高まっている。10～0の評点は，ここでの回廊の路線
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姦4 魅力度の評点とウェイト
　　　　　、㌔L　　』　　　　　 　㌔一㌔ 　　　＼　　　　　　　㌔　　 　＼　　　　　　　　＼
サ
ピ
ス
の
質
快
性
??
2．
3．
4．
5．
6．
7．
8．
9．
10，
11．
12．
i3．
ノ　ー　ドの密度
出　発　顔　度
正確性（到着）
走行中断の可能佳
目的地での使用可能性
空間の広さ，座席の広さ
荷物の携帯可能性
サ　　　ー　　　ピ　　ス
章両内の気温
震　　動，　加　　遠
車　両　の　騒　音
走行中の仕事，睡眠，食事
同行者による邪魔
遠顕離交通
航空硝TEED列車乗用車
10
10
6
9
10
ウエ
イト
11
14
13
8
13
（59）
11
5
5
5
4
4
5
2
（41）
100％
近距離交通
E列車路線パス ウエイト
23
28
　16
　3．5
　7
（77．5）
　6
　4
　1
　3
　3
　3
　1
　1．5
（22．5）
100％
　出典：BMV〔2，S．83〕より作成。
について与えられたものであり，別のケースに妥当するとは限ら改い。表4の
結果は同研究グループの判断によるものであり，かなりの説得性をもつとみる
ことば可能であるが，客観表示が困難な要因を扱っているため，異論のはさま
れる余地は否めない。交通はケース毎に考えていかなければならたいという原
則をここでも適用すべきである。評点とウェイトを掛け合せることにより，機
関毎に，遠距離交通については航空機4．6，TEE／D列車4．6，乗用車7．9，
近距離交通についてはE列車4．8，路線バス5．4という魅力度を示す評点が得
られる。乗用車のそれが高いのは，その機動性に基づく評点が多くの項目で高
いことに起因している。
　騒音以下の便益項目についても，同様の展開が行なわれている。騒音の滅少
はデシベルがスカーラ表示され，35dBに10，75dBにOが付与されている。
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大気汚染の滅少では㎞2当りの排出ガスに評点が単純回帰式によって与えら
れ，水質汚濁では，汚濁度の小さい交通機関を整備した場合に便益が生ずると
いうことから，鉄道9，遣路5，水路7．6という基準値より，交通機関間の需
要シフトを通じて便益計測が行なわれている。地域杜会へのマイナスの影響を
最小化する点については，3つのインディケーターが用意され，地域分断効果
に35％，土地利用への影響に40％，景観への影響に25％のウェイトを用意した
上で，例えば各々に分断がなげればO，杜会的つながりを全く分断した場合に
一10といったスカーラが与えられている。中央施設への到達可能性に関しては，
人口集積地域の中央施設は消費活動を行なう地区の中心から30～45分で到達可
能であるべきだという見地から，45分到達地区の拡大により評点が定められて
いる。経済活動の促進効果は，本来地域産業連関分析の対象となるべきもので
あるが，ここではそのような本格的検討を意図せず，道路整備による接続効果
を中心に分析が試みられている。大都市近郊の保養活動の促進については，違
邦鉄道の補助新線建設が寄与することになるが，そのケース，量的大きさは隈
られている。
　3）分析結果と間題点
　KNUによる検討結果を要約すれば，表5に重とめられる。時閻便益，走行
便益，事故減少便益を貨幣表示される便益として第2欄に示し㈹，魅力度以下
の貨幣表示されにくい便益を評点で表わした後，これを1，OOO点＝1，750万マル
クによって貨幣換算し（B），総便益を求める（A＋B）。これと利子率7劣のケー
スの費用とから，便益／費用比が求められる。この繕果は，時間価値（1人当
り5．70マルク／時を基本ケースとして，4．00マルク／時の下限値から10．00マ
ルク／時の上隈値），利子率（基本ケース7％と代替ケース5％），交通量をか
えた場合の感度テストにより吟味されている。
　緊急度のグループをより具体的に表わせば第1グルーブは，連邦鉄道Man・
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heim～Stuttgartの補助新線建設，連邦道路とB3とB35の拡張，第2グルー
プは，違邦鉄道Ha㎜over～Gem伽den，Ascha妊enburg～Wirzburgの補
助新線建設，ライン河Koln～Kob1el〕zの凌漢，第3クループは，アウトハー
ンA100の建設，違邦鉄遣K61n～GroB　Gerauの補助新線建設，アウトバー
ンA13とA76の建設，として示される。第3グループについては，鉄道建設の
便益／費用比がほぽ1，アウトバーン建設のそれは1以下であることから，追
加的考察が必要とされるのは当然のことである。
　以上，回廊報告での基本的方法論，分析結果を中心に検討してきた。ここで，
KNAについては次のKIPでの項に譲り，KWAに焦点を絞って，若干の問
題点を整理しておこう。
　回廊報告は，連邦交通省および幾多の研究者のこれまでの研究成果を土台と
して，KNAとKWAを緒びつけた意欲的な報告書である。KNAはいうに
及ばず，KWAについてかなり詳細な検討を行なってはいるが，同報告が自ら
指摘Lているように，KWAはKNAを補なう（erg乞nzen）ものである。こ
のことは何より便益計測の量的側面に反映していると思われる。最終結果を示
す表5からも明らかなとおり，その多くがいわゆる間接効果に含められる
KWAによって計測された便益が，直接効果にかかわるKNAによるそれとく
らべて，あまりに小さすぎるのである。聞接効果は直接効果よりはるかに大き
くなる可能性があると考えるのが一般的であり，ω回廊報告の結果はその意味
で，KWAの方法論，パラメータの選定に関して改めて検討の余地が残されて
いるといってよい。もっとも，これはKNUそれ自体が部分均衡論の枠組で構
成されていることに寄因するものであり，抜本的な対策を講ずるには制約が大
きすぎるのである。その点では，2節でのフィードバック・モデル分析の必要
性が高まるのである。
　KWAにおげるやや細かた問題として，KNAへの接続を意図したために生
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ずる便益の貨幣表示については，より説得的な評価プロセスの検討が要請され
る。各便益構成項目のウェイト付けの斉合性，それら相互閻を結び合わせるた
めの10～Oの範囲にある評点の選択，さらには1，000点を1，750万マルクとする
換算基準については，可能な隈りの客観的データによる嚢付げが必要とされる
のである。
　とはいえ，回廊報告が現代の連邦交通路計画の検討に占める位置は大きく，
同報告がインフラストラクチャー整備のための墓礎資料の出発点となっている
とみるのは，的を得ているといえよう。
　4－2　KIP
　1）基本的方法論
　KIPは1976～85年の10年間の連邦交通路計画を示したもであり，1977年3
月に公表された。1973年のBYWP1以降，エネルギー危機の到来と出生率の
低下の見通しから，従来の経済成長率4．5～4．7％を3．5％へとフレームを下方
修正することによって，前回計画を改訂したものである。各交通機関に自らが
得意とする役割を与えること，並行プラソを総合的に考慮に入れることを特色
とL，投資プロジェクトの選択にはKNUを用いることとしている。
　KIPにおけるプPジェクト評価の原理として以下の原則が提示されており，
これらの条件は単純化したKNAで満される。すなわち，
　①投資の評価のためには，比較しうる値を与えねぱならない。
　②交通部門の法律上，および組織上の与件を考慮に入れねばならたい。
　③簡単で実用的，なおかつ情報を与えるものでなげればならない。
　④手段の絶対価値に関する論述を可能とするものでなけれぱならたい。
というものである。
　さて，KIPにおける便益，費用の計算プロセスを当該報告書だげから詳細に
伺い知ることは困難である。そこでは，回廊報告におげるような論述が示され
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ていないからである。連邦交通省によるKIPへの補足説明的ともいえるFis－
cher帆a．〔8〕においては，道路，鉄遣，水路の便益計算，費用計算，便益／
費用比の算定を，架空の例を用いて，その原理が解説されている。そこで，事
例こそ架空のものであるが，方法論，パラメータ等にはKIPでの連邦交通省
の基本的考え方が示されているので，Fischer　u．a．に従って，これを眺めて
みよう竈
　道路の拡幅，鉄道の単線の複線化，水路の凌漢というプロジェクトを1976～
80年の5年間で行ない，間題のプロジェクトが実施されたかった場合（“with－
out”Fa11）と実施された場合（“with”Fal1）を比較するという視点より，実
施，維持にかかわる費用，そこからうみ出される便益を求め，便益／費用比に
より優先順位を決定し，さらに資金制約を組み込んでプロジェクトの選択を検
討するという展開が示されている。費用と便益は1975年価格で，1980年の現在
価値に換算される。その際，割引率はKIPのフレームを構成している経済成
長率3．5劣が用いられる。利用形態等は1980年から1995年迄の15年間と，1995
年以降とでは変化が生ずるとし，便益計算においては2つのケースが示されて
いる。便益／費用比は
　時聞便益十走行便益十事故減少便益十雇傭促進便益十分配便益一維持費用
　　　　　　　　　　　　投　　資　　費　　用
により求められるが、（水路に関しては若干異なる），3つのプロジェクトにつ
いて，その性格上，すべての便益項目が算定されている訳ではたい。便益は，
回廊報告におけるKNAによって接近された時問便益，走行便益，事故滅少便
益と，KWAに対応する雇傭促進便益と分配便益とで構成されるが，後者に対
Lては回廊報告での手法は採られていない。3つのプロジェクトについて，そ
の事例をみよう。
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　2）便益／費用比
　　　i）道．路
　地域RS間はアウトバーン経由でも，達邦遺路経由でも・走行時間は変らた
いという犬前提が置かれている。4車線のアウトバーソを利用する場合にξま，
RS聞は前後6㎞ずつのアクセス道路と，70k皿のアウトバーン計82㎞となる。
一方，2章線の違邦道路利用の場合は55㎞である。アウトバーソを6車線に拡
幅すれば（そのプロジェクト・ライフは75年），走行速度が上昇し，上昇率の
高いアウトバーンに連邦遣路の交通量が転移して，時間便益が生じる。時間価
値とLては，乗用車（平均乗章人員1．6人）の場合，単位当りの時間価値4，20
　　　　　　　　　　　3マルク（時間当り所得の一），トラックの場合，乗員の時問価値を含む1台　　　　　　　　　　　4
当りの時閻費用17．00マルクを用い，これに節約される時間を掛け，現在価値
それぞれ2，956．1，895．O，計3，851．1百万マルクの時間便益が算定される。総
交通量（両ルート経由の日平均通行車両数の合計）は変化しないとしているこ
とにより，年間走行台キロ数はアウトバーン拡張後は若干増加し，単位当りの
走行便益が乗用車で0．20マルク／台キロから0．18マルク／台キFと低下するの
で，ここで502．8百万マルクの走行便益が得られるもの，トラヅクについては
　　　　　　　　　　　　　　　　表　6
アウトバーン利用 遵邦道路
　アウトバーン1980－　　　　　1995以降　　1995
アクセス道　　路 1980－　　1995 備　　考
1995以降
走行逮度（A）㎞／h　押　（B〕　岬
?（?）?? ??? ?? ?? ?．??
（）はトラソク
隻鶉闘（A）舳　冊　（B〕　冊
?．????）?．? ?????? ?，??? ????．?
（）はトラック
日交適劃A〕台／臼　冊　（B〕　呵 30．00032，000鎚，00040，500 7．5005，500 9．5007，OOO
トラソクの割含はアウトバーン12％遵邦遣路　8％
（A）：アウトパーソの鉱幅前　　　（B）：アサトパーソの拡幅後
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便益単価が1．OOマルク／台キロから1．10マルク／台キロと上昇するので，
一520．2百万マルクと乗用車の走行便益を相穀してしま㌦事故滅少便益は，台
キロ当りの事故費用の低いアウトバーンヘの転換交通量によって把えられる。
事故費用（ベニッヒ／台キロ）は乗用車，トラック，それぞれアウトバーンで
2．07，3．20，連邦道路で5．87，9，09だから，これらから計32．7百万マルクの便
益が得られる。
　また，投資は地域経済活動を刺激し，雇傭の拡大効果をもたらす。1つの雇
傭が37，OOOマルクの所得をうみ，当アウトバーソの6車線への拡幅は150の雇
傭口のτ5％に寄与し，1，186．3百万マルクの便益をうむ。さらに時問便益と走
行便益の30％は地域に波及することから，1，150．1マルクが分配便益としても
たらされる。
　一方，建設期間5年の投資支出は840百万マルク，年問の現在価値に換算し
て900．9百万マルクとなる。年閻の維持費用はμ8．9百万マルクに達し，これは
マイナスの便益として扱われる。したがって，便益／費用比は
　　　3，851，1－17．4＋32．7＋1，186．3＋1，150．1－448，9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝64　　　　　　　　　　　　　900．9
とたる。
　　　ii）　鉄　道
　従来単線であった地点間（35㎞）に，隆路打開を目的として，複線化のプロ
ジェクト（そのライフは60年）を行なう。この地点聞の鉄道容量は隆路となっ
ているゆえに，このブロジェクトの実施がなければ，オーバーフローした鉄道
サービスヘの需要量は道路に転移することになる。
　単線時での旅客列車，貨物列車の容量（往復1日）はそれぞれ30，磁，時速
（km／h）ば65，40，輸送量はo．95百万人，33百万人キロ，4百万トソ，140百
万トンキ艀であり，道路への転移交通量は1．6百万人キロ，5．2百万トソキロで
ある。また，需要量は72．7劣，55．8％の増加が今後の15年間に見込まれている。
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複線化により，線路容量は増加し，転移するはずの交通量は吸収できる。運
（走）行便益単価は，旅客（ペニッヒ■人キロ）で鉄道9．8，道路10－0，貨物
（ベニッヒ／トンキロ）で鉄道3．3，．道路12．6であるから，容量増加は運行便益
をもたらす。単線の場合の年聞運行費用の現在価値32537百万マルクから複線
の場合のそれ294．88百万マルクを引いて30百万マルクとな孔また，雇傭促進
便益は186．2百万マルク，ω分配便益は41．1百万マルクー3，とたる。
　一方，投資支出112．5百万マルクの年間現在価値は120．12百万マルク，年閻
の維持費用は33．7百万マルクとなるので，便益／費用比は
　　30＋1862＋41’34－19
　　　　　　120
となり，道路のケースにくらべて，ほぽ3分の1程度となってい乱
　　　iii）　水　路
　65㎞の水路の湊漢を行なうこと（プロジェクト・ライフは90年）により，船
舶の積載効率の向上を通じて，航行便益がもたらされる。
　年間輸送量は1995年迄の15年間では平均2．8百万トン，1995年以降では4．1百
万トン，貨物線の平均積載能力950トソ，平均積載効率55％，平均航行遠度9
km／h，1目当り航行時間16h，年間航行日数280日である。竣漢プβジェクト
により積載効率が85％に向上し，船舶の回転数がよくなるので，高価な船舶
（平均船価9．5百万マルク，酎用年数45年）の投入数が最初の15年閻で17から11
に，1995年以降では25から16に減る。これらの値と，キP当り航行コスト2．40
マルクから，年問航行便益の現在価値を求めると118．3百万マルクとなる。
　擾藻の投資支出42．5百万マルクの年間現在価値45．6百万マルク，緩持費用に
っいては投資支出により節約されるとして，8．18百万マルクを節約便益として
おり，
　　　118＋8　　　　　　－2，7　　　　46
の便益／費用比が求められる。
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　3）検討結果と問題点
　さて，以上の事例をまとめ（表7），優先順位を眺める。周知のように，便1
益■費用比基準によれば，予算制約がない場合，1以上のプロジェクトは選択
されるので，3つのプロジェクトはA，C，Bの順序で採択される。しかし，現
実には予算制約のない便益／費用比を論ずることはほとんど意味をもたないの
で，この場合，競合する別のプロジェクトD，E，1，500百万円の予算制約を導
入すると，A，D，Cの順序で選択が行なわれ，BとEは選択されない。
　　　　　　　　　　　　　　　　表　7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万マルク）
時聞 走行 事故減 雇傭促 分配 維持 総便益 投資 篭 投資便益 便益 少便益 進便益 便益 費用 ■費用 支出
道路ブロジェクト（A）3，851．1一 7．432，71，186．31，150Il一似8I95，753．9900．96．4 ε40
鉄道プロジェクト（B） 30 186 41 一34 223 120 1，9 112
水路プロジェクト（C） 118 8 126 46 2．7 43
プロジェクト（D〕 4．3 600
ブロジェクト（E〕 1．4 140
ト　ー　タ　ル 1，500
　KIPにおいては，このような便益計算，優先順位の考え方に従つて，GNP
の伸び率のべ一ス・ケースを3．5％（代替案として，3％，．4％のケースも扱
っているが），総固定投資の比率をGNPの上昇率以上にするという仮定から，
1976～85年の違邦の交通支出を2，300億マルク，内投資支出を1，100億マルク
（交通支出に占める割合は48％）としている。この間の投資支出の年間上昇率
は4．2％である。連邦政府の多年度財政計画によれば，．1977年から80年迄は408
億マルクが交通投資に利用可能であり，この傾向が1985年迄続げば，ω交通政
策のサイドからの1976～80年500億マルク，1981～85年610億マルク，計1，110
億マルクと斉合的になるとLている。投資額1，110億マルクの予算をもってす
れば，便益／費用比2．6以上のすべてのプロジェクトを実現することが可能で
あり，補完投資を含めれば，遠邦遠距離道路590億マルク（53．2劣），連邦鉄道
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177億マルク（15．9％）連邦水路73億マルク（6．6％）の投資資金が充当される。
　KIPで実現される予定のプロジェクトは，連邦鉄道の8主要路線（Man－
heim～GroB　Gerau，Ma血ei加～Stuttgaft，Giessen～Friedberg，Dortmmd
～Hamover～Bra㎜schweig，Hamburg～H㎝nover，Hamburg～M1亡nster，
Wurzburg～Numberg～Treucht11㎎en～Augsburg，Ham0Yer～Wurz－
burg）の新設，改良であり，最も多くの投資支出が見込まれている道路では，
2車線連邦遣路約2，700hの新設，2車線連邦遺路約500㎞の改良，約1，400㎞
のアウトバーン，連邦道路の慈設ないしは4率線以上への拡幅，4章線以上へ
の拡幅計画のある約1，100㎞のアウトバーン，達邦道路の当面片側車線の建設，
約1，200㎞のアウトバーソの近代化（再舗装たいし率線の拡幅）である。違邦
水路に関しては，便益／費用比が2．6以上のプロジェクトは16に達している。
　このような結果へのプロセスについて，2）での検討を基に，便益算定を中心
とする問題点を整理しておこう。
　前述の架空のケースは，簡単化を宗としており，設定されたケースそのもの
の是非を論ずることは適切であるとはいえない。しかし，考え方には少たから
ざる疑間が残されているし，パラメータの設定等についても，追加的説明の必
要とされる個所は少なくない。
　道路の便益算定に関していえば，既存の4車線アウトバーソを6車線に拡張
したにもかかわらず，走行台数で測った誘発交通量がないという考え方が貫か
れているが，これが妥当かどうかが吟味されなげればならない。崎〕これはルー
ト選定に対する目的関数が走行時閻の同一性であることとは独立の論題である。
個別集計法で接近する限り，Kentner，Meyerが確認した通り，転換交通量の
みが間題とたる場合には，集計技術上は画一的に扱える。Lかし，需要曲線の
シフトは考えられうるものであり，誘発交通量への配慮も必要となろう。その
ための準備がMeyerによってなされているのである。また交通量に関Lては，
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トラックの占める比率がプ日ジェクトの実施に影響されないということにも，
検討が必要であろう。走行速度に関してみれば，トラックの速度に6車線改良
後のみ差が設けられており，これは経験的にある程度プロージブルとは想定さ
れうるが，実際のデータとの照応が必要であるのはいうまでもない。時聞便益
単価，走行便益単価（特にトラヅク）についても，追加的説明が望まれる。
　鉄道については，単線を複線にするというのは，単にスケールを2倍にする
ことで，運行便益の単価が変わらないという前提で進められている。いわば，
生産関数の1次同次の仮定が貫かれており，オーソドックスな考え方ではある
が，その作業の複雑さは別として，この方針が現実的であるかを確認してみる
必要があろう。一6〕もっとも，この問題はここに隈ってのものではない。時間便
益が問題とされていないが，これは専らトリップ長との間題であろう。
　また，問接効果に関しては，KNAの枠内で把えるのは困難である。ここで
の道路プロジェクトと鉄道プロジェクトの地域に及ぽす効果としての雇傭健進
効果では，その雇傭口の増加数にも，寄与率にも差が設けられている。その根
拠を間うには，地域産業連関分析に頼るべきであろう。
　水路に関していえば，水路凌漢による便益がすべて船舶の積載効率の向上を
通して把えられる。単純すぎる仮定ではあるが，単純化を宗としたKNAには
許されてよい仮定である。
注（1）例えば，昭和57年8月に発表された建設省の第9次遺路整傭5ケ年計画によれば，
　　投資総額鳩兆円に対し，直接便益は年閻6兆6，OOO億円（走行便益3兆6，OOO億円，
　　時間便益3兆円）に対し，間接効果は昭和58年度から67年度までの10年間の累計で
　　国民総生産の増カロ137兆円（生産力拡大効果42兆円，需要創出劾果95兆円），それに
　　伴泣う税収の増加額が22兆円とされている（いずれも57年度価格）。また，直接劾
　　果としての燃料の節約は隼聞300万k1，閻接効果としての消費着物価の低減はO．9％
　　と算出されている（建設省道路局・建設省都布局〔15，p．4041〕）。
　（2）鉄道の場含には，複線化により年閻165の雇傭口が増加するが，問題のプロジェ
　　クトの寄与率は1－7％である。この比率はFischer　u・a・には示されていないが，
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　そこでの式よりこのように権定される。
（3）その算定プロセスム明昏かではない。道路のケースを準用して算定してみると9
　百万マルク，したがって便益／費用比も1．6となる。しかし，この養は以後の優先
　順位の議論には影響を与え汰い。
（4）　しかし，次のBVWP’80が策定された段階で，この頓向の続行は困難となり，
　したがって交通路計画そのものの計画通りの実行が危ぶまれている。
く5｝わが園の遺路整備計画においても，主として交通量の予測手法の関係上，ほぼこ
　のような考え方が採用されている。
（6）例えば，坂下〔29〕，Cariberg〔5〕において，このような問題意識，それへの対
　応が提示されている。
5、　今後の方向
　公共投資としての交通投資の基準を論ずるために用いられるKNUについて，
西ドイツのケースから，その登場の背景，理論上の間題点，適用例等を中心に
眺めてきた。現在のような厳しい財政状況の下では，公共投資の是非そのもの
が論議の大きな対象とたり，さらには視点を限定して，公共資金の効率的運用
が強く要請されている。KNUはこれらの議論を行たう上での基礎資料を提供
するものであり，KNUそのものの検討を行なうことの必要性は，とりわけ今
日特に大きいといえるのである。ただし，その結果をどう利用するのかは政治
がらみの間題なのである。
　公共交通投資の基準としては，KNUが唯一の手段ではないことは改めて述
べるまでもたい。しかし，2節で眺めたように，これまでのところ，この相対
的に客観的な基礎資料を実際に用意するという点において，KNUに代りうる
手段が見い出しにくいということも，また実情なのである。したがって，手法
としてのKNUを可能な限り客観的に，かつ精度の高いものにしていくことが
当面の課題である。そのためには，これまでに行たわれたKNUにおいて目標
年次とされた時を近々実際に迎えるようになっていることから，その分析結果
について，例えば第1次接近として代理指標を用いることによって，これを追
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跡していくことが有用となってくるのである。
　KN’U，中でもKNAは都分均衡分析の枠組の中で行なわれているにすぎな
い。それゆえ，間接効果を把えるフレームを用意しているとはいえない。また，
効率性分析としてのKNUも，方法論上の整理は試みられているものの，例え
ば主観的要素をとのように客観化するかといった点に少なからざる間題が残き
れている。バラメータの選定には，まだまだ行なわなければたらない点がある。
　これらの問題点を考慮に入れれば，『回廊報告』，KIPにみられれKNUIの
適用例は，われわれが利用しうる資料から推論する限り，相対的にはかなりの
レベルにあるとの評価は可能である。問題は，利用しうる資料の精度である。
投資決定の基準に用いられることにも起因して，その良し悪しとは別に，KNlJ
の細部にわたる分析プロセス，計算ブロセスは伺い知れたいことが多い。ここ
での事例のほか，代表的にはHamOverの都市交通（Uバーン，Sバーン），
Main－Donau運洞，Hamburg－Kartenkirchen空港，BVWP’80等々をめぐ
って，KNUが適用されており，他にも数多くのケースを見い出すことができ
る。しかしその概要は知り得ても，これらについての詳細な資料を得る機会
は極めて限られている。KNUを検討するという目的からは残念なことである。
　KNUには，方法論的にも，したがって実際の適用例からも，改善の余地が
指摘される。このような状況にある隈り，これを尺度として交通投資を判断す
るという点に危倶の念が寄せられるのは1それなりの理由はある。とはいえ，
絶対的尺度が見い出しにくい限り，研究を重ねることによって，相対的に客観
的なKNUをリファインして，これを尺度として活用することに道が拓かれて
よいといえよう。この観点からすれば，システマティックな交通計画が行なわ
れはじめた時とほぽ期を一にして導入されたKNUには，それ相応の意義が見
い出せるのである。今後は，残された問題点をどのように補ない，解消してい
くかに意を注がなげればならない。
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